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序     文 
 
独立行政法人国際協力機構は、ベトナム社会主義共和国より技術協力の要請を受け、「電力技術

者育成プロジェクト」を2001年3月から5年間の計画で実施してきました。 
2006年3月のプロジェクト終了を前に、プロジェクト目標の達成度や事業の効率性、今後の自立

発展性の見通し等の観点から、ベトナム社会主義共和国側評価チームと合同で評価を行うととも

に、今後の協力の方向性を検討し、提言や教訓を導き出すことを目的として、2005年10月18日か
ら11月3日まで、独立行政法人国際協力機構ベトナム事務所長 菊地文夫を団長とする調査団によ
る終了時評価調査を行いました。 
本報告書は、同調査団による調査結果、ベトナム社会主義共和国側関係機関との協議結果を取

りまとめたものです。この報告書が、本プロジェクトの成果を今後のベトナム社会主義共和国電

力分野、ひいてはエネルギー分野全体の更なる発展に活用する上での指針となるとともに、今後

の類似技術協力プロジェクトの立案・実施にあたって参考となることを祈念いたします。 
終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆様に、心から感謝の意を表しま

す。 
 
 平成17年12月 
 

独立行政法人国際協力機構 
ベトナム事務所長 菊地 文夫 
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略 語 表 
略語 正式名称 和訳・説明 

CA Chief Advisor チーフ・アドバイザー 

CBT Computer Based Training System （水力分野で導入された訓練用ソフトウェア）

EES1 Electrical Engineering School No.1 （EPCの前身。北部地域管轄の電力技術学校）

EES2 Electrical Engineering School No.2 （南部地域管轄の電力技術学校） 

EES3 Electrical Engineering School No.3 （中部地域管轄の電力技術学校） 

EPC Electric Power College 電力短大 

ETS Electricity Training School （EVN所管の技術訓練校） 

EVN Electricity of Vietnam ベトナム電力公社 

MOI Ministry of Industry 工業省 

Off-JT Off-the-job training 職場外訓練（集合研修） 

OJT On-the-job training 実地（職場内）訓練 

PDCA Cycle Plan-Do-Check-Action Cycle 
PDCAサイクル（計画-実施-評価-改善サイクル
に基づくマネジメント手法） 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PM Project Manager プロジェクト・マネージャー 

PO Plan of Operations 活動計画表 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

SWG Standing Working Group スタンディング・ワーキンググループ 

 
 



 

評価調査結果要約表 
１ 案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：電力技術者養成プロジェクト 

分野：電力 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAベトナム事務所 協力金額（評価時点）：12億5,400万円相当 

先方関係機関：ベトナム電力公社（EVN）、電力短大
（Electrical Power College：EPC） 協力期間 

2001年3月30日～ 
  2006年3月29日 

日本側協力機関：社団法人 海外電力調査会 

１－１ 協力の背景と概要 
ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）における電力基盤の整備は、経済成長

のためのインフラ整備への取り組みの一環として急務である。同国の電力供給・電源開発は、

ベトナム電力公社（Electricity of Viet Nam：EVN））が所管しており、水力資源の豊富な北部地
域における水力電源の開発、国内で産出する石炭を燃料とする火力電源の開発、並びに、同国

の南北に長い形状から電源地域である北部から南部地域への送電設備の増強など、電力設備の

整備を行っている。 
また、電力の安定供給を図るべく増加する電力設備に対応するため、電力技術者の養成を行

っている。しかし、急速に増大する電力設備の運転及び、新型機器の維持管理に対応できる技

術者養成のための指導体制としては、指導スキル及び設備ともに更なる向上が必要である。 
かかる状況下、1999年4月基礎調査団を派遣し、同国の電力技術者の育成状況、先方要請内容

の確認、及びプロジェクトタイプ技術協力のスキームの説明を行っている。その後、1999年5月
ベトナムは日本国政府に対し、電力技術者養成のための訓練技術の移転を目的とするプロジェ

クト方式技術協力を要請してきた。 
 

１－２ 協力内容 
（１）スーパーゴール 

ベトナムの電力設備が効率的に運転保守される。 
（２）上位目標 

１：本プロジェクトで開発された研修コースの実施が拡大・発展する。 
２：現場技術者の近代的な運転保守にかかわる能力が向上する。 

（３）プロジェクト目標 
EPCが、電力5技術分野（火力発電、配電、変電、水力発電、送電）の運転・保守に係る

体系的な知見をもった現場技術者を、持続的に養成できるようになる。 
（４）成 果 

０：プロジェクト実施体制が確立する。 
１：EPCにおいて教育訓練カリキュラムが開発される。 
２：EPCにおいて教材が開発される。 
３：電力5技術分野の運転保守の指導ができるコア・インストラクターが養成される。 
４：コア・インストラクターによって、運転保守に関する体系的な研修コースが実施される。

５：上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練資機材が活



 

用される。 
６：成果１～５の継続を指向した研修実施体制が構築される。 

（５）投 入（評価時点） 
 日本側： 

① 長期専門家：2005年10月末時点で延べ14名を派遣 
（専門家の構成は、チーフアドバイザー1名、業務調整員1名、各技術分野の専門家1名
×5分野） 

② 短期専門家：2005年10月末時点で延べ36名を派遣 
［分野別内訳］ 
 火力：9名、水力：7名、送電：6名、変電：6名、配電：8名 

③ 研修員受入：2005年10月末時点で23名を受入れ 
④ 資機材供与：計画されたすべての資機材の調達・据付が完了（2億5,400万円相当）2005

年10月末時点 
主な資機材：簡易型運転用シミュレーター、CBTソフトウェア、非破壊検査器具、活

線碍子洗浄装置、配電用バケット車等、訓練コースの実施に必要な設備、

道工具、及びソフトウェア、書籍など。 
 ベトナム側： 

① 人員：カウンターパート（CP）延べ36名 
（うちフルタイム19名、パートタイム17名） 

 火力 水力 送電 変電 配電 合計 

フルタイムCP 6 3 4 3 3 19 

パートタイムCP 7 3 2 1 4 17 

合計 13 6 6 4 7 36 

プロジェクトマネージャー（EPC校長）：1名 
プロジェクト調整員：1名 
プロジェクト調整員補佐：1名（2004年2月に追加） 

② 経費：討議議事録（R/D）の費用負担に基づき、滞りなく支出されている。 
（2005年9月末時点の累計支出額：52億3,000万ドン） 

③ 施設： EPC内部に良好な業務環境を提供している。日本側供与資機材の保管場所の決
定、不具合箇所の整備については、やや対応の遅れあり。 

２ 評価調査団の概要 

団長/総括 菊地 文夫 JICAベトナム事務所長 

技術移転評価 
 

小柳 智美 
 

経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 

政策課 

電力技術移転 
 

當波 茂孝 
 

社団法人 海外電力調査会 電力国際協力センター業

務部 主任 

協力企画 
 

足立 倫海 
 

JICA経済開発部 第二グループ 資源・省エネルギー
チーム 

調査者 

分析評価 不二葦 教治 八千代エンジニヤリング株式会社 国際事業部 施設

部 



 

調査期間 2005年10月18日～11月3日 評価種類：終了時評価 

３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）投入及び活動 

日本側供与資機材の保管場所の決定、不具合箇所の整備については、やや対応の遅れが

あったものの、おおむね計画どおり実施された。 
 
（２）成果の達成度 

成果０から６のうち、成果６を除く6つの成果の達成度は終了時評価調査時点で十分に高
い。2002年6～10月の4ヵ月間、チーフアドバイザーが一時的に不在となったが、他専門家
のサポートやその後の体制整備により、業務の進捗が確保されている。また、プロジェク

トでは現場調査による訓練ニーズの把握、キーカリキュラムの作成、合意を経て研修コー

スを作成するという手順を採用しており、同手順を採用したベトナム語版教材作成の進捗

率は95％に達している。CPの8割以上が単独での研修実施ができる旨確認されており、プロ
ジェクト期間中の研修受講者数については目標の500名に対し、調査実施時点で555名の受
講がなされていることが確認された。 
成果６については、コア・インストラクターの責務の明確化、職場外訓練（Off-JT）研修

委員会の設立、スタンディング・ワーキンググループ（Standing Working Group：SWG）の
規定の承認がEVNによってなされる必要があるが、2005年末までに完了が見込まれており、
大きな問題はないと判断される。 

 
（３）プロジェクト目標の達成度 

成果０～５は、達成される見込みであり、成果６が達成され、外部条件が満足されれば

プロジェクト目標は達成される見込みである。 
研修受講者の習得内容の現場での活用度については、火力部門においてThu Duc火力発電

所での所内研修コース（3コース）やCan Tho火力発電所でのグループ勉強会が実施される
など、受講内容の自社研修への取り込み、現場での伝達教育が実施されている。また、EES2
（南部地域管轄の電力技術学校）では、「電気保守コース」教材の一部がEES2の授業に活用
された。 
送電部門においては、実施済みの3コースのうち、1コースで伝達教育が実施され（受講

者の5％が実施）、研修内容を実業務に活用した参加者が45～83％、自社の研修コースにプ
ロジェクトの研修内容を取り入れた参加者が55～75％と、研修内容の現場での活用が図ら
れている。なお、プロジェクトで開発された教材は、EVNから正式な訓練教材として承認
されていないことから、現場では参考資料扱いとされるため、現場での活用の阻害要因と

なっている。 
プロジェクトでは、第1回研修コースのフォローアップ調査を通じて、研修に対する現場

のニーズを反映し、現場の技術的ニーズに応えた研修内容に改善するアプローチを採用し

ており、今後研修の習得内容が現場で活用される可能性は高いと考えられる。 
 
 



 

（４）上位目標の達成度 
プロジェクトでは、研修コースに熟練技術者を参加させてコメントを聞く、他の訓練校

［EES2、EES3（中部地域管轄の電力技術学校）、ETS］の教員を参加させる、第1回研修コ
ースのフォローアップ調査を通じて、研修に対する現場のニーズを反映し、現場の技術的

ニーズに応えた研修内容に改善するといった方法を採用しており、プロジェクト終了後に

おける研修コースの拡大・発展をめざしたアプローチをとっている。 
また、第1回研修コース参加企業へのフォローアップ調査の結果では、84％の企業がプロ

ジェクトで開発された体系的訓練システムの有用性を認めている。 
各技術者のレベルに応じた適切な研修コースを提供するためには、体系的な教育訓練の

枠組みが不可欠である。さらに、現場技術者の技術レベル向上のためには、Off-JTと実地訓
練（On the Job Training：OJT）の組み合わせが必須である。体系的な教育訓練の枠組みが確
立され、今後も継続的に研修コースや教材が改善され、これらを踏まえたOJTが実施されれ
ば、上位目標は達成されるものと見込まれる。 

 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、

ベトナムの開発政策、日本の対ベトナム援助政策のいずれにも合致している。PDCAサイク
ルを取り入れた本プロジェクトのアプローチは、プロジェクトの成果と自立発展性の継続

に貢献することから、妥当性が高い。 
（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。一部の教材が作成中ではあるものの、成果０から５ま

では既にほぼ達成されており、成果６についても、「指標6.3：コア・インストラクターの責
務が明確化される。」、「指標6.4：Off-JT研修委員会が設立される。」を除き既に達成済みで
ある。本プロジェクトにおいて、現場技術者のニーズを取り入れるしくみを有する訓練シ

ステムを開発したことは、プロジェクト目標の達成に大きく貢献するものである。プロジ

ェクトの活動を通じて、CPの能力向上、教育訓練機材の活用、研修の実施が達成されてお
り、研修内容に対する受講者の満足度も総じて高いことから、プロジェクトの成果はプロ

ジェクト目標の達成に貢献していると判断される。 
（３）効率性 

本プロジェクト実施の効率性は高い。日本側、ベトナム側の投入は、供与機材の保管場

所の決定、不具合箇所の整備についてやや対応の遅れはあったものの、ほぼ適切であった

と判断される。一部のCPは業務経験、現場経験、専門知識、語学力（英語）を十分に有し
ていなかったが、ベトナム国内での現場研修やプロジェクトでの技術移転を通じて、CPの
能力は飛躍的に向上した。 

（４）インパクト 
本プロジェクトで開発された研修コースは、EVNグループ以外にも拡大された。さらに、

プロジェクトで設立された2つのSWGの活動を通じて、現場技術者は、他の現場と効率的に
情報交換ができるようになった。これらは、プロジェクトのプラスのインパクトであると

考えられる。一方で、現場から派遣されたフルタイムCPは、プロジェクト終了後の彼らの



 

処遇に不安を抱いており、これについてはマイナスのインパクトと考えられる。プロジェ

クト終了後のCPの処遇については、EVNは2005年12月中に必要な対策を行う予定である。
同対策によりマイナスのインパクトが消失し、プロジェクトの上位目標が達成されること

が望まれる。 
（５）自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は成果６が完全に達成されれば高くなる。技術訓練SWG、
送電部門SWGが設立されたことは、全社的な技術訓練の計画策定、現場と他の機関との情
報交換を可能にしたという点で、大きな進歩である。Off-JT訓練委員会は、本プロジェクト
で開発された研修プログラムを持続させる上で、重要な役割を果たすと期待されている。

経済的な自立発展性については、EPCは今までのところ研修訓練に必要な支出を負担してお
り、今後も継続して必要な予算を確保するものと思われる。本プロジェクトで技術移転を

受けたCPの大半は、プロジェクト終了後も引き続きコア・インストラクターとして勤務す
る意思を有している。プロジェクトの成果を持続、発展させるために、EVNはコア・イン
ストラクターを活用するためのしくみと方針を確立する必要がある。 

 
３－３ 結論 
 本プロジェクトは、終了時評価までの実施状況は良好であり、協力期間終了時までに所期の

目標を十分達成できる見込みである。従って、当初予定どおり、2006年3月29日に終了すること
が適当である。プロジェクトを通じてCPの能力が大きく向上したが、プロジェクトのアプロー
チの妥当性とチーフアドバイザー不在期間中も「チーム」として活動することでプロジェクト

実施に係る負の影響をなくした日本側専門家の技術移転に係る貢献が、その主な要因と考えら

れる。PDCAサイクルを取り入れたプロジェクトのアプローチ、プロジェクトを通じて設立され
た組織（SWG）は、プロジェクトの自立発展性に大きく貢献するものと期待される。 
 
３－４ 提言 
 本件調査時点では、プロジェクトの進捗は順調であるが、プロジェクト目標及び上位目標を

達成するためには、以下の活動がEVN本社でなされる必要がある。 
（１）コア・インストラクターの責務の明確化  

本プロジェクトを通じ、コア・インストラクターの重要性が関係者に認識されている。

コア･インストラクターが研修のデザイン、実施、チェック及びその後の研修内容の修正と

いった役割を集中して実施することをめざし、プロジェクトではEVN本社に対しコア･イン
ストラクターの責務についての案を提出している。この案に基づき、EVNは2005年12月ま
でにコア・インストラクターの責務についての規定を発出、技術トレーニングSWGの活動
を通じ同規定に必要な修正を行うべきである。  

（２）Off-JT研修委員会の設立 
本委員会はEVNの研修実施機関が適切な研修を実施するために不可欠である。EVNは同

委員会を2005年中に設立すべきである。 
（３）SWGと委員会の活動の継続 

ベトナムでは、電力業界の役割の重要性とともに人材育成の必要性が増加している。優

秀な人材を育成するためには、研修実施機関、EVN子会社及びEVN本社の連携強化が非常



 

に重要である。EVNはこの点を認識しており既に2つのSWGを設立しており、Off-JT委員会
の設立を予定している。また、SWGの規定案は既にEVNに提出されている。プロジェクト
の自立発展性を確保するために、以下の条件が満たされることが望まれる。 
・ EVNが各規定をなるべく早期に承認する。 
・ 各SWG及び委員会が継続的に自らの役割を果たす。 

（４）個々の技術者の職位に応じた研修コースを選定するための人材開発計画の策定 
OJTとOff-JTという2種類の研修の組み合わせは非常に重要である。また、各従業員の職

位に応じ必要な研修を確定するためには人材育成計画の策定が不可欠である。本プロジェ

クトでは、ケーススタディとして、各職位に求められる技術や知識を明確にすることを目

的とした、Uong Bi発電所の各職員に求められる技術、知識及び研修計画の進捗がわかる人
材管理データベース案及び同発電所における研修コース計画ガイドライン（実施要領）を

準備しEVN本社に提出している。EVNは、これらのデータベース及びガイドラインを見直
し、パイロットプロジェクトとしてUong Bi火力発電所に導入し、その後他の現場に拡大し
てゆくことが望まれる。 

 
３－５ 教訓 
 プロジェクト開始前に、プロジェクトの計画を策定するための詳細な調査を行うことが重要

であるが、事前に完全な調査を行うことは困難である。プロジェクトを実状に即して実施する

ためには、プロジェクトの実施プロセスや計画の修正が必要な場合、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）を含めたプロジェクトの計画を関係機関が議論し、修正する必要がある
ことが、教訓としてあげられた。 
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第１章 終了時評価の概要 
 
１－１ プロジェクト要請背景 

 ベトナムにおける電力基盤の整備は、経済成長のためのインフラ整備への取り組みの一環とし

て急務である。同国の電力供給・電源開発は、ベトナム電力公社（Electricity of Viet Nam：EVN）
が所管しており、水力資源の豊富な北部地域における水力電源の開発、国内で産出する石炭を燃

料とする火力電源の開発、並びに、同国の南北に長い形状から電源地域である北部から南部地域

への送電設備の増強など、電力設備の整備を行っている。 
 また、電力の安定供給を図るべく増加する電力設備に対応するため、電力技術者の養成を行っ

ている。しかし、急速に増大する電力設備の運転及び新型機器の維持管理に対応できる技術者養

成のための指導体制としては、指導スキル及び設備ともに更なる向上が必要である。 
 かかる状況下、1999年4月基礎調査団を派遣し、同国の電力技術者の育成状況、先方要請内容の
確認、及びプロジェクトタイプ技術協力のスキームの説明を行っている。その後、1999年5月ベト
ナムは日本政府に対し、電力技術者養成のための訓練技術の移転を目的とするプロジェクト方式

技術協力を要請してきた。 
 
１－２ 調査団派遣目的 

本プロジェクトは、協力期間5年のうち4年半が経過した。これまで、ベトナムに適した研修コ
ースの設定のために現状調査及びテキスト作成及びカウンターパート（CP）への技術移転が進め
られている。 
 今次調査は、以下を目的として実施した。 
（１）プロジェクト終了を6ヵ月後に控え、これまでのプロジェクトの成果及び目標達成度につい

て確認し、貢献/阻害要因の有無を確認し、当該要因がある場合は分析する。 
（２）プロジェクト終了時までの期間及びプロジェクト終了後に取るべき対応等に関する提言、

他のプロジェクトの形成、運営、評価等の参考になる教訓を抽出し、合同評価報告書として

取りまとめる。 
 
１－３ 評価者の構成 

（日本側） 

団長/総括 菊地 文夫 JICAベトナム事務所長 

技術移転評価 小柳 智美 経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 政策課 

電力技術評価 當波 茂孝 社団法人 海外電力調査会 電力国際協力センター業務部 

主任 

協力企画 足立 倫海 JICA経済開発部 第二グループ 資源・省エネルギーチーム 

評価分析 不二葦 教治 八千代エンジニヤリング株式会社 国際事業部 施設部 
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（ベトナム側） 

Ms. Le Thi Minh Thu 
 

Organization, Personnel & Training Department Electricity of Vietnam
（EVN） 

Mr. Tran Tuan Dung International Cooperation Department, EVN 

Mr. Nguyen Tuong Tan Power Generation Department, EVN 

Mr. Nguyen Tien Dung Power Network Department, EVN 

Mr. Hoang Van Ninh Finance & Accounting Department, EVN 

Mr. Dam Xuan Hiep Electric Power College, EVN 

Ms. Nguyen Hanh An Organization, Personnel & Training Department, EVN 

Mr. Nguyen Ngoc Tuan Organization, Personnel & Training Department, EVN 

Ms. Luong Thi An International Cooperation Department, EVN 

Mr. Ho Anh Dung Technical Safety Department, EVN 

Ms. Nguyen Thu Hang Cost Estimation Department, EVN 

 
１－４ 評価調査日程 

日 程 活 動 内 容 

10月18日（火） 
不二葦団員ハノイ着 
JICA事務所打合せ 

10月19日（水） 
評価手法の説明 
工業省（MOI）へのインタビュー 
EVN、電力短大（EPC）へのインタビュー 

10月20日（木） 専門家及びCPへのインタビュー 

10月21日（金） 専門家及びCPへのインタビュー 

10月22日（土） 調査結果取りまとめ 

10月23日（日） 調査結果取りまとめ 

10月24日（月） 専門家及びCPへのインタビュー 

10月25日（火） 電力会社（Hoa Binh水力発電所）へのインタビュー 

10月26日（水） 
小柳団員、當波他団員ハノイ着 
足立団員別調査から合流 
調査結果打合せ 

10月27日（木） 
JICA事務所打合せ 
EVN表敬、協議 
MOI表敬 

10月28日（金） EPC表敬、協議 

10月29日（土） 団内打合せ 

10月30日（日） ミニッツ案作成 
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10月31日（月） 評価結果概要説明及びミニッツ協議 

11月 1日（火） ミニッツ協議 

11月 2日（水） 
ミニッツ協議・署名 
在ベトナム日本大使館報告 
小柳団員、當波団員、不二葦団員、足立団員帰国（3日着） 

 
１－５ 対象プロジェクトの概要 

 プロジェクト活動計画・実績対比表を英文合同評価報告書の本文に、プロジェクトの最新プロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を本報告書付属資料2．ミニッツ（合同評価報告書）
のANNEX2として添付した。概要は以下のとおり。 
 
（１）上位目標 
１）本プロジェクトで開発された研修コースの実施が拡大・発展する。 
２）現場技術者の近代的な運転保守に係る能力が向上する。 

 
（２）プロジェクト目標 

EPCが、電力５技術分野（火力発電、配電、変電、水力発電、送電）の運転・保守に係る体
系的な知見をもった技術者を、持続的に養成できるようになる。 

 
（３）成果、活動 
０．プロジェクト実施体制が確立する。 

0-1 日本人専門家（チーフアドバイザー、５技術分野の専門家、業務調整員）をプロジェ
クトに配置する。 

0-2 資格要件を満たすカウンターパートとサポーティングスタッフをプロジェクトに配置
する。 

0-3 業務分掌を作成し双方から承認を受ける。 
0-4 プロジェクト実施計画を策定し、双方から承認を受ける。 

 
１．EPCにおいて教育訓練カリキュラムが開発される。 

1-1 電力５技術分野（火力発電、配電、変電、水力発電、送電）の運転保守に関する現状・
水準・教育体系・課題等を把握し分析する。 

1-2 既存の技術者を対象とした教育訓練とその関連政策を把握し、分析する。 
1-3 既存の技術資格認定制度を評価分析する。 
1-4 技術者養成のための個別教育訓練の優先度と水準目標を把握し分析する。 
1-5 電力５技術分野の近代的な運転保守に関するカリキュラムを開発する。 

 
２．EPCにおいて教材が開発される。 

2-1 一般教員が現在使用している近代的な電力５技術分野の運転保守のための教材を把握
し、分析する。 
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2-2 カウンターパートが提供された書籍資料を使用して電力５技術分野についての近代的
な知識を得る。 

2-3 日本からの派遣専門家が提供した知識を、ベトナムの文化的コンテクストに適合させ、
議論して向上させるための打合せを、ワークショップやスタンディング・ワーキング・

グループ（SWG）を通じて定期的に開催する。 
2-4 電力５技術分野に関する近代的な運転・保守のための教材を開発する。 

 
３．電力５技術分野の運転保守の指導ができるコア・インストラクターが養成される。 

3-1 カウンターパートが現在採用している電力５技術分野の運転・保守のための教育訓練
方法を把握し分析する。 

3-2 日本でカウンターパート研修を実施する。 
3-3 カウンターパートが提供された書籍資料を使用して知識を得る。 
3-4 関係会社での実地訓練（OJT）を実施する。 
3-5 ベトナム固有の環境に適応するように（ベトナム側が主体となって）教授法等に関す

る勉強会を定期的に開く。 
 
４．コア・インストラクターによって運転保守に関する体系的なOff-JT研修コースが実施される。 

4.1 電力５技術分野の近代的な運転・保守のための教育訓練を、日本人専門家の支援と経
験を有する現場技術者の参加を得て実施する。 

4.2 研修コースを評価する。 
4.3 研修コースを改善する。 

 
５．上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練資機材が活用される。 

5-1 上記カリキュラムに基づいた教育訓練を実施するために必要な教育訓練機器の必要性
を把握し分析する。 

5-2 教育訓練設備、機器を購入する。 
5-3 教育訓練設備を使用した教育法のトレーニングを行う。 
5-4 教育訓練設備の予防的保守管理技術講習を実施する。 

 
６．成果1～5の継続を指向した研修実施体制が構築される。 

6-1 ケーススタディを実施し、EVNの“Training Implementation Policy”及び“Efficient System 
for Planning and Management of Training Courses”確立に対する支援を行う。 

6-2 研修コースの計画管理についてカウンターパートが担うことになるコアインストラク
ターの役割を明確にする。 

6-3 EVN内に職場外訓練（OFF-JT）Committeeを設置する。 
6-4 EPC、EES2、EES3、ETSの4者間でTraining Working Groupを設置する。 
6-5 プロジェクトで確立された研修に関する知見をEES2、EES3、ETSに広めるための

RegulationやPlanを作成する。 
6-6 送電分野においてEVN本部及び関係機関によるSWG（Standing Working Group）を確立

し、会議を実施する。 
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第２章 終了時評価の方法 
 
２－１ 評価項目・評価手法 

 本評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン改訂版（2004年3月）』に基づき、PCM手法の考え方
を用いた評価手法に沿って実施した。この手法は、ログフレーム（Logical Framework）/プロジェ
クト・デザイン・マトリックス（PDM）で表されたプロジェクトの計画と、現状とを比較し評価
するものである。また、調査を通してプロジェクトに影響を与えた阻害・貢献要因を明らかにし、

本プロジェクト実施における提言、類似プロジェクトへの教訓を導きだした。 
 
 ２－１－１ ログフレーム（PDM） 
 

ログフレーム（PDM）の各要素 

上位目標  
Overall Goal 

プロジェクトを実施することによって期待される長期的な（3年から5
年後）目標であり開発課題。プロジェクトの実施が最終的にめざして

いる方向性。 

プロジェクト目標  
Project Purpose 

プロジェクトの終了時までに達成される、ターゲットグループや対象

社会に対する直接的な効果・便益の発現。 

アウトプット 
Outputs 

プロジェクト目標達成のために実現しなければならない、直接的な目

標、アプローチ、戦略。 

活動 
Activities 

アウトプットの達成、あるいは効果の産出のために、投入を使って行

う具体的な行為。 

外部条件 
Important Assumptions 

各レベルの目標を達成するために必要で重要な条件であるが、プロジ

ェクトではコントロールできないもの。 

指標 
Objectively Verifiable 
Indicators 

上位目標、プロジェクト目標、アウトプットの達成を測る目標値、基

準。 

指標入手手段 
Means of Verification 

指標のデータ・ソース又は指標の検証手段。 

投入 
Input 

プロジェクトの活動を行うのに必要な、人員、機材、資金、施設・設

備など。 

前提条件 
Pre-conditions 

プロジェクト開始前に、整っていなければならない条件。 

 
本評価で使用するログフレームは、PDM（Version 2、2005年1月19日付M/M署名）とした。

終了時評価にあたり、最終版PDMを修正する必要がなかったことから、評価用PDM（PDMe）
は作成していない。 
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 ２－１－２ プロジェクトの現状把握と検証 
プロジェクトの現状把握と検証は、以下の項目により実施した。 
① 実績の検証 
② 実施プロセスの検証 
③ 因果関係の検証 

 
 ２－１－３ 評価５項目による価値判断 

評価5項目 評価の主な視点 

1．妥当性 
Relevance 

評価時点においても、プロジェクト目標や上位目標が受益者のニーズに一致

しているか、問題や課題の解決策として適切か、プロジェクトの戦略・アプ

ローチは妥当であったか、相手国の開発課題との整合性、日本の援助政策と

の整合性、プロジェクトのログフレームは妥当か、といった「援助プロジェ

クトの正当性・必要性」を問う視点。 

2．有効性 
Effectiveness 

プロジェクトの実施により、本当に受益者に便益がもたらされているのか

（あるいはもたらされるのか）を問う視点。具体的には、「アウトプット」

の達成の度合い、更にそれが「プロジェクト目標」の達成度にどの程度貢献

しているのか、又は有効性を阻害・貢献している要因は何かを検討する。 

3．効率性 
Efficiency 

アウトプットの達成度は投入（コスト）に見合っていたか、プロジェクト目

標の達成度は投入（コスト）に見合っていたかを問う視点。投入はタイミン

グ、質、量の観点から妥当であったかを検討し、プロジェクトの効率性を阻

害・促進する要因がなかったかを検討する。 

4．インパクト 
Impact 

プロジェクト実施によってもたらされる、長期的、間接的効果や波及効果を

みる視点。上位目標は計画時に予期したプラスの長期的効果であり、その達

成度はインパクトでみる。計画時に予期しなかったプラス・マイナスの波及

効果はログフレームには書き込まれていないが、広く検討する。 

5．自立発展性 
Sustainability 

援助が終了しても、プロジェクト目標、上位目標などプロジェクトがめざし

ていた効果は持続する見込みがあるかを問う視点。具体的には、実施機関の

オーナーシップの確保など組織・制度的側面、財政的側面、技術的側面から

自立発展性の見込みを考察する。 

 
 ２－１－４ 情報・データ収集方法 

上記調査・評価項目のための情報収集源及びデータ収集方法は、以下のとおり。 
 

（１）資料レビュー調査 
① 「事前調査団報告書」 
② 「短期調査報告書」 
③ 「実施協議調査団報告書」 
④ 「運営指導（中間評価）調査団報告書」 
⑤ 「技術協力プロジェクト事業進捗報告書」 
⑥ 「終了時評価用資料（プロジェクト作成）」 
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⑦ その他関連資料、等 
 

（２）参加型ワークショップ 
① 評価手法ワークショップ 
・ 評価の前提となるPDMの内容の再確認 
・ 評価手法の説明 

② 合同評価ワークショップ（協議） 
・ 評価結果、提言、教訓についての協議 

 
（３）質問票調査（回答者記入方式） 

① 事前送付・回収、あるいは調査開始後に記入時間を確保しての回答者個別記入方式。 
［カウンターパート（CP）、専門家、関係機関］ 

② プロジェクトにより実施された第1回研修コース参加者へのフォローアップ調査結
果の活用。 

 
（４）インタビュー調査 

① 個別インタビュー（長期専門家、CP等） 
② キーインフォーマント・インタビュー 
［プロジェクトマネージャー、ベトナム電力公社（EVN）本社経営層、監督官庁］ 

③ 訪問聞き取り（Hoa Binh水力発電所） 
 
（５）直接観察 

 施設や資機材の使用状況などの直接観察。 
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第３章 プロジェクトの成果・実績 
 
３－１ 実績の総括 

本プロジェクトは既にプロジェクト目標のほとんどを十分に達成し、同目標達成に必要な技

術・知識は既にベトナム側に移転されていると判断される。また、本プロジェクトの自立発展性

確保に必要な、①プロジェクトで開発された研修を継続的に実施・計画するベトナム電力公社

（EVN）及び電力短大（EPC）職員であるコア・インストラクターの責務に関する規定の決定、②
研修内容を検討するスタンディング・ワーキング・グループ（SWG）の規程の決定、③研修の実
施決定の前に研修内容について精査する職場外訓練（OFF-JT）研修委員会の設立が、2005年12月
に完了されれば、プロジェクト終了時には体系的な知見を有する現場技術者を継続的に養成する

ことができると判断される。 
 
３－２ 投入実績 

調査項目 調査結果 

３－２－１ 投入の実績 （１）ベトナム側投入実績 
① 人員：カウンターパート（CP）延べ36名 
  （うちフルタイム19名、パートタイム17名） 

 火力 水力 送電 変電 配電 合計

フルタイムCP 6 3 4 3 3 19 

パートタイムCP 7 3 2 1 4 17 

合計 13 6 6 4 7 36 

  プロジェクトマネージャー（EPC校長）：1名 
  プロジェクト調整員：1名 
  プロジェクト調整員補佐：1名（2004年2月に追加） 
② 経費：討議議事録（R/D）の費用負担に基づき、滞りなく支出

されている。 
     （2005年9月末時点の累計支出額：52億3,000万ドン） 
③ 施設：EPC内部に良好な業務環境を提供している。日本側供与

資機材の保管場所の決定、不具合箇所の整備については、

やや対応の遅れあり。 
（２）日本側投入実績 
① 長期専門家：2005年10月末時点で延べ14名を派遣 
  （専門家の構成は、チーフアドバイザー1名、業務調整員1名、

各技術分野の専門家1名×5分野） 
② 短期専門家：2005年10月末時点で延べ36名を派遣 
 ［分野別内訳］ 
  火力：9名、水力：7名、送電：6名、変電：6名、配電：8名 
③ 研修員受入：2005年10月末時点で23名を受入れ 
④ 資機材供与：計画されたすべての資機材の調達・据付が完了 

 （2億5,400万円相当）2005年10月末時点 
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  主な資機材：簡易型運転用シミュレーター、CBTソフトウェア、
非破壊検査器具、活線碍子洗浄装置、配電用バケ

ット車等、訓練コースの実施に必要な設備、道工

具、及びソフトウェア、書籍等 

 
３－３ 成果達成状況 

プロジェクトの要約 調査結果 

３－３－１ 成果の達成

見込み 
 

成果０：プロジェクト実施

体制が確立する。 
 

指標0.1：カウンターパートと日本人専門家の配置状況 
日本人専門家はR/Dの合意内容に基づき、7名配置された。2002年6

月16日～10月17日の約4ヵ月間、チーフアドバイザーが一時的に不在
となったが、他の専門家のサポートやその後の体制整備により業務

の進捗は確保されている。 
ベトナム側CPについては、必要に応じて順次追加されたほか、2004

年4月の合同調整委員会の提言に基づき、火力、送電分野のCPが追加
された（詳細は「3-4-3カウンターパートの配置状況」参照）。CPの
配置時期の遅れは問題と考えられるものの、プロジェクト期間内に

業務を完遂する体制は整備されたと考えられる。 
 

 指標0.2：カウンターパートの能力や経験 
一部のCPについては、実務経験/現場経験の不足、専門知識の不

足、英語力の不足など、能力や経験に対する問題が指摘されている。

一方でベトナム国内での現場研修や、プロジェクトを通じた技術移

転によりCPの能力向上も著しく、また各技術分野をチームとしてみ
た場合、相互に能力を補完できる状況にあることから、大きな問題

はないと判断される。 
 

 指標0.3：プロジェクトの実施体制 
日本人専門家、ベトナム側CPが配置され、組織図（付属資料2.ミ

ニッツ（合同評価報告書）ANNEX-1）に示す実施体制が確立された。
 

成果１：EPCにおいて教
育訓練カリキュラムが開

発される。 
 

指標1.1：開発された研修コースの数と内容 
 プロジェクトでは現場調査による訓練ニーズの把握、キーカリキ

ュラムの作成、合意を経て研修コースを作成するという手順を採用

している。 
 開発された研修コースの数、内容については、長期専門家へのア

ンケート結果では「ほぼ適当」との意見が大半であった。一部の専

門家から、「プロジェクトでは時間的制約から初級レベルのコース

から開発を始めたが、今後は中上級コースの開発が必要」、「ベトナ
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 ムに導入されていない新技術が含まれており、CPが理解するのに時
間がかかる」との意見があった。表3-3-1に分野ごとに開発した研修
コース数を記載する（研修コース名一覧については、付属資料2.ミ
ニッツ（合同評価報告書）ANNEX-10参照）。 
 

 表３－３－１ 研修コース数 
分野 コース数 コース内容 
火力 21 ・ガスタービン保守：2コース 

・ボイラ保守：3コース（石炭焚、油焚、HRSG）
・蒸気タービン保守：2コース 
・電気設備保守：2コース 
・計測制御装置保守：6コース 
・運転（シミュレーター含む）：6コース 

水力 12 ・水力発電基礎：2コース 
・運転：4コース 
・水車タービン保守：2コース 
・発電機保守：2コース 
・土木設備保守：2コース 

送電 7 ・送電基礎：4コース 
・保守/修繕2コース 
・新技術（地中送電線）：1コース 

変電 7 ・変電機器：3コース 
・運転：1コース 
・保守：1コース 
・保護リレー：2コース 

配電 8 ・運転保守（活線作業、配電自動化含む）：7コ
ース 

・安全：1コース 
合計 55  
  

 指標1.2：開発された研修コースがベトナムのニーズ（運転保守の実
状・将来図）に適合する度合い 
プロジェクトでは、現場調査による訓練ニーズの把握、キーカリ

キュラムの作成、合意を経て研修コースを作成するという手順を採

用している。第1回研修コースのフォローアップ調査では、研修内
容に対する追加要望があったことから、第2回研修コースは2コース
を追加して計57コースで実施される計画である。このように、現場
のニーズに応えて研修コースの内容を改善するしくみが確立され

ていることから、開発された研修コースがベトナムのニーズに適合

する度合いは高いと考えられる。 
 

成果２：EPCにおいて教
材が開発される。 
 

指標2.1：開発されたベトナム語の教材の数と内容 
 ベトナム語の教材は、研修コースに基づいて作成されているため、

評価については指標1.1と同様。教材作成の進捗率は、95％である。
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 表３－３－２ ベトナム語教材作成の進捗状況 

分野 コース数
作成済教材数

（冊） 
作成中教材数

（冊） 
達成度

（％）

火力 21 18 0 100 

水力 12 17 1 94 

送電 7 8 0 100 

変電 7 5 2 71 

配電 8 13 0 100 

全体 55 61 3 95 
［注］2005年10月末時点 
 

 指標2.2：開発されたベトナム語の教材がベトナムのニーズ（運転保
守の実状・将来図）に適合する度合い 
プロジェクトにおいて専門家によって作成された英語版教材は、

日本の規準、規格に基づいて作成されているため、CPがベトナム語
教材を作成する際に、ベトナムで採用されている規準、規格の現状

に即して改訂することとなっている。第1回研修コースの結果をふ
まえて改善される教材（Ver.2）では、よりベトナムの現状に即した
見直し、現場のニーズに応じた教材の改定が行われる予定である。

このように、現場のニーズに応えて教材の内容を改善するしくみが

確立されていることから、開発された教材がベトナムのニーズに適

合する度合いは高いと考えられる。 
 

成果３：電力5技術分野の
運転保守の指導ができる

コア・インストラクター

が養成される。 
 

指標3.1：養成されたすべてのコア・インストラクターが、開発され
た研修コース（ベトナム語を使用）を単独で実施できる。 

CPへのアンケート結果では、単独での研修実施に対して、5％が
「非常に」、79％が「ほとんど」実施できると回答している。また
専門家へのアンケート結果では、5分野中1分野が「可能」（既に実
施している）、4分野が「ほぼ可能」と回答しており、CPの単独での
研修実施に対して大きな不安はない。 
また、第1回研修コースの受講者に対するアンケート結果では、

CPの教授方法が「非常によい」と答えた受講者が40％、「よい」が
50％であり、受講者のCPの教授方法に対する評価は高い。 
 

 指標3.2：養成されたすべてのコア・インストラクターが、研修コー
スを評価し、改善できる。（Plan-Do-Check-Action Cycle） 

CPへのアンケート結果では、研修コースの評価・改善の実施に対
して、5％が「非常にできる」、79％が「ほとんどできる」と回答し
ている。また専門家へのアンケート結果では、5分野中1分野が「可
能」（既に実施している）、4分野が「ほぼ可能」と回答しており、
CP単独での研修コースの評価・改善に対して大きな不安はない。 
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成果４：コア・インスト

ラクターによって運転保

守 に 関 す る 体 系 的 な

Off-JT研修コースが実施
される。 

指標4.1：プロジェクト期間中の研修受講者数（目標500名） 
表3-3-3に研修コースの実施状況を示す。2005年10月末時点で研修

受講者は合計555名であり、目標の数値（500名）に達している。 
 

表３－３－３ 研修実施状況 

分野 コース数 研修実施回数 研修参加者数 

火力 21 16（76％） 139名 

水力 12 8（67％）  85名 

送電 7 6（86％） 113名 

変電 7 5（71％） 106名 

配電 8 7（88％） 112名 

全体 55 42（76％） 555名 
   ［注］2005年10月末時点 
 

 指標4.2：プロジェクト期間中の研修実施回数（目標55回） 
2005年10月末時点で研修未実施のコースが13コースあるが（進捗

率76.4％）、現在急ピッチで研修の実施を進めており、2005年中にす
べての研修が実施される計画である。 
 

 指標4.3：研修受講者の研修に対する満足度 
第1回研修コースの受講者へのアンケート結果では、「研修コース

の内容」、「講師の教授方法」、「研修コースの有効性」について高い

評価を得ており、研修受講者の研修に対する満足度は総じて高いも

のと判断される。今後、フォローアップ調査の結果を反映し、より

満足度を高めるための改善が必要である。 
 

 表３－３－４ 第1回研修コースに対するアンケート結果 

質問内容 アンケート回答 

研修コース

の内容 
非常に適し

ている 
58％ 

適している

 
30％ 

普通 
 

11％ 

適していない

 
1％ 

講師の教授

方法 
非常によい

40％ 
よい 
50％ 

普通 
10％ 

悪い 
0％ 

研修コース

の有効性 
非常に高い

39％ 
高い 
44％ 

普通 
14％ 

低い 
3％  

成果５：上記カリキュラ

ムに基づいた教育訓練を

実施するために必要な教

育訓練資機材が活用され

る。 

指標5：すべてのコア・インストラクターが提供された教育訓練資
機材を用いて研修コースを実施できる。 
専門家の評価（アンケート）では、「CPが単独で資機材を訓練に

活用できる見込み」について、5分野中3分野が「可能」、2分野が「ほ
ぼ可能」と回答しており、CPが単独で資機材を用いて研修コースを
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 実施することについては、特に問題ないと判断される。EPCはプロ
ジェクトで供与された訓練用資機材の維持管理体制を改善する計

画であり、維持管理面での問題もないと考えられる。 
 

成果６：成果１～５の継

続を指向した研修実施体

制が構築される。 

指標6.1：研修計画策定に必要な現場技術者の技能、知識、職歴など
のデータベースが整備される。 

Uong Bi火力発電所をモデルとして実施されたケーススタディー
に基づき、原案作成済み。今後、EVN内部での承認、実施が望まし
い。 
 

 指標6.2：研修計画策定のためのガイドライン/運営マニュアルが整
備される。 

Uong Bi火力発電所をモデルとして実施されたケーススタディー
に基づき、原案作成済み。今後、EVN内部での検討、承認、実施が
望ましい。 
 

 指標6.3：コア・インストラクターの責務が明確化される。 
コア・インストラクターの責務（業務分掌）案をプロジェクトか

らEVNに提案済み。同案は、2005年12月にEVNで承認される見込み
である。 
 

 指標6.4：Off-JT研修委員会が設立される。 
Off-JT研修委員会の役割と組織について、プロジェクト側から

EVNに提案が行われた（2005年9月13日EVNとの会合にて）。今後、
EVN内部での承認、実施が必要。EVN副総裁によれば、委員会は2005
年末までに設立されることとなっている。 
 

 指標6.5：技術訓練SWG（Standing Working Group）の設立と会議の
開催回数 
第4回合同調整委員会（2004年11月12日）において、技術訓練SWG

の設立が合意された。これを受けてEVNでは“the Decision of the 
President of Electricity of Vietnam /No.: 02 QD-EVN-TCCB&DT” on 4 
January 2005”に基づきワーキンググループを設立し、2005年7月28
日に第1回会合が開催された。開催頻度は2回/年（4月と10月）と定
められている。 

 
 指標6.6：送電部門SWG（Standing Working Group）の設立と会議の

開催回数 
中間評価でのJICA－EVNミニッツ（2004年4月26日）において、

送電部門SWGを早急に設立することが合意された。これを受けて 
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 EVNでは“the Decision of the President of Electricity of Vietnam /No.: 
2281QD-EVN-TCCB&DT” on 16th August 2004”に基づきワーキング
グループを設立し、2004年10月19～20日に第1回目、2005年5月18～
19日に第2回目のSWGが開催された。開催頻度は2回/年と定められ
ている。 

 
３－４ 実施プロセスにおける特記事項 

調査項目 調査結果 

３－４－１ 活動の進捗

状況 
第1回研修コースは55コース中42コースが実施済みであり、活動の進
捗は、ほぼ計画どおりである。 

３－４－２ モニタリン

グの実施状況 
 プロジェクトでは、週間進捗報告による進捗管理、半期ごとのプ

ロジェクト活動報告等によってプロジェクト･デザイン･マトリック

ス（PDM）に沿ったモニタリングを実施している。 

３－４－３ カウンター

パートの配置状況 
① 人選・配置の適切性 
プロジェクトでは、最低3～5年の現場経験をCPの条件として要求

していた（2000年6月短期調査ミニッツ）。インタビューを行った17
名のCPの経歴については、大学卒業直後にプロジェクトに参加し、
業務経験のない者が3名、業務経験1～5年の者が4名、6～10年が3名、
11～15年が1名、16～20年が5名、21年以上が1名であり、経験の少な
い若年層の育成が課題と考えられた。アンケートにおいては、19名
中4名のCPが職務経歴の少なさ、現場経験のなさを自らの業務遂行
上の問題点としてあげている。しかしながら、ベトナム国内でのEVN
関係会社における現場研修や、プロジェクトでの技術移転を通じて

技術的知見が飛躍的に向上したと評価されたCPも多い。また、増員
するCPは経験豊富な現場技術者を中心に人選する、CPの面接には専
門家が立ち会い要求事項を満足する人選を行う、といった対策を行

ったことにより、プロジェクトの終了時点ではCPの人選はほぼ適切
であったと考えられる。 
 CPの配置については、2004年4月の合同調整委員会において、2004
年5月末までに火力分野7名（フルタイム1名、パートタイム6名）、送
電分野2名（すべてフルタイム）のCP及び必要に応じてパートタイ
ムCPの増員を行うことで合意されたが、実際に増員されたのは火力
分野では2004年9月以降、送電分野では2004年7月に1名（新卒、EVN
から正式にCPとして承認されたのは2005年10月）、9月に1名であり、
ベトナム側の対応に遅れが生じた。 
② コミュニケーション能力 
アンケート結果では、19名中4名のCPが英語力の不足を理由に、

「専門家とのコミュニケーションに問題あり」としている。CPの増
員に際して、英語力よりも現場の技術力を重視した結果、ほとんど

英語を理解できないCPも配置され、実業務においては英語の話せる
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CPを通じてコミュニケーションをとる必要が生じている。EVNは延
べ13名のCPの英語教育を実施しており、一定の成果をあげている。
③ CPのオーナーシップ 
 CPの業務への取り組み姿勢は真摯である。 

３－４－４ 相手国実施

機関のオーナーシップ 
① EPC、EVNの関与 
 EPC、EVNともにプロジェクトの重要性を認識しているが、プロ
ジェクトに対する主体的な働きかけは少ない。 
② 予算手当て 
 R/Dの費用負担に基づき滞りなく支出している。 
 （2005年9月末時点の累計支出額：52億3,000万ドン） 
③ 改善提案への対応 
 対応時期に遅れがみられるものの、提案への対応はほぼなされて

いる。 
・ 情報や資料の提供に係る手続きの円滑化 
  ［提言：2003年3月、実施（規則制定）：2003年7月］ 
・ CPの増員 
  （提言：2004年5月、実施：2004年7～10月） 

 
３－５ 上位目標の達成見込み 

プロジェクトの要約 調査結果 

３－５ 上位目標の達成

見込み 
 

上位目標１：.本プロジェ
クトで開発された研修コ

ースの実施が拡大・発展す

る。 
 

指標1.1：研修を受講済みの現場技術者の数が増加する。 
 2005年10月末時点で、第1回研修コース参加者の合計人数は555名
であり、既にプロジェクトの目標数値（500名）を上回っている。 
 
指標1.2：研修コースがEPC以外の機関（EES2、EES3、その他）に導
入される。 
 プロジェクトでは、第1回研修コースの結果をふまえて教材を改善
中であり、研修コースに熟練技術者を参加させてコメントを聞く、

他の訓練校（EES2、EES3、ETS）の教員を参加させるといった方法
を採用しており、プロジェクト終了後における研修コースの拡大・

発展をめざしたアプローチをとっている。EES2では、既にプロジェ
クトで開発された教材の一部を同校の授業に使用している。上述の

ような研修コースの改善活動が継続されることで、上位目標は達成

されるものと考えられる。 
 
指標1.3：コース内容が追加・改善される。 
 プロジェクトでは、プロジェクトの終了後も研修コースの改善・

拡大が行われるよう、PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルを導
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 入している。技術訓練SWG、送電部門SWGといった教育訓練の計画・
実施・改善に関する全社的な組織が設立されたことも、研修コースの

拡大・発展に寄与すると考えられる。さらに、改善後の教材を使用す

る第2回研修コースの実施が計画されており、今後もこのようなPDCA
サイクルが継続することで、目標は達成されるものと見込まれる。 
 

上位目標２：現場技術者

の近代的な運転保守に係

る能力が向上する 

指標2：現場技術者の運転・保守に係る知識・技術・心構えの向上 
 第1回研修コース参加企業へのフォローアップ調査（アンケート）
の結果では、プロジェクトで開発された体系的訓練システムは「非

常に有用」と回答した企業が26％、「まずまず有用」が19％、「有用」
が39％であり、84％の企業が訓練システムの有用性を認めている。
また、プロジェクトでは第1回研修コースのフォローアップ調査を
通じて、研修に対する現場のニーズを反映し、現場の技術的ニーズ

に応えた研修内容に改善するアプローチを採用している。研修コー

スの内容は、現場技術者の技術的ニーズに適合するよう、改善され

る予定である。 
 各技術者のレベルに応じた適切な研修コースを提供できるよう

な、体系的な教育訓練の枠組みが不可欠である。さらに、現場技術

者の技術レベル向上のためには、Off-JTと実地訓練（OJT）の組み
合わせが必須である。 
 体系的な教育訓練の枠組みが確立され、今後も継続的に研修コー

スや教材が改善され、これらをふまえたOJTが実施されれば、目標
が達成されるものと見込まれる。 
 
表３－５－１ 第1回研修コース参加企業へのアンケート結果 

「プロジェクトで開発された体系的訓練システム」に対する評価 
研修参加企業の回答 

事業所 非常に

有用 
まずま

ず有用

有用 あまり有
用でない

全く有用

でない 
無回答 合計 

教育機関 1 1 1 0 0 0 3 
火力発電所*1 1 2 3 0 0 1 7 
水力発電所*2 0 0 1 1 0 0 2 
送電会社 1 0 2 0 0 1 4 
配電会社 4 2 0 0 0 1 7 
その他*3 1 1 5 0 0 1 8 
合 計*4 8 

（26％）
6 

（19％）
12 

（39％）
1 

（3％）
0 

（0％） 
4 

（13％） 
31 

現業のみ

合計*5 
6 

（29％）
4 

（19％）
7 

（33％）
1 

（5％）
0 

（0％） 
3 

（14％） 
21 

 
 ［備考］*1：うち1発電所は送電/変電コースにも参加 

    *2：変電コースにも参加 
    *3：EVN傘下の設計会社、電気通信会社 
    *4：参加企業全ての合計 
    *5：現業部門（発送配電会社）のみの合計 
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３－６ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクトの要約 調査結果 

３－６－１ プロジェク

ト目標達成見込み 
 
 

プロジェクト目標：EPC
が、電力５技術分野（火力

発電、配電、変電、水力発

電、送電）の運転・保守に

係る体系的な知見をもっ

た技術者を、持続的に養成

できるようになる。 

指標：習得内容の現場での活用度（受講後数ヵ月後の状態） 
 研修受講者の習得内容の現場での活用度については、火力部門に

おいてThu Duc火力発電所で所内研修コース（3コース）が開講され
る、Can Tho火力発電所でグループ勉強会が実施されるなど、受講内
容の自社研修への取り込み、現場での伝達教育が実施されている。

また、EES2では、「電気保守コース」教材の一部がEES2の授業に活
用された。フォローアップ調査のアンケートに答えた9事業所のう
ち、残りの6事業所においては、活用計画がない、もしくはまだ活用
していないと回答している。 
 送電部門においては、実施済みの3コースのうち、1コースで伝達
教育が実施され（受講者の5％が実施）、研修内容を実業務に活用し
た参加者が45～83％、自社の研修コースにプロジェクトの研修内容
を取り入れた参加者が55～75％と、研修内容の現場での活用が図ら
れている。 
 水力部門においてはフォローアップ調査実施中、配電部門におい

ては今後フォローアップ調査を実施する計画である。 
 プロジェクトで開発された教材は、EVNから正式な訓練教材とし
て承認されていないことから、現場では参考資料扱いとされるため、

現場での活用の阻害要因となっている。 
 現時点では成果０～５は、ほぼ達成される見込みであり、成果６

が達成され、外部条件が満足されればプロジェクト目標は達成され

る見込みである。プロジェクトでは、第1回研修コースのフォローア
ップ調査を通じて、研修に対する現場のニーズを反映し、現場の技

術的ニーズに応えた研修内容に改善するアプローチを採用してお

り、今後研修の習得内容が現場で活用される可能性は高いと考えら

れる。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 評価結果の総括 

 JICA事業評価ガイドラインに沿って、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立
発展性）について日本側・ベトナム側共同で評価を行った結果、本プロジェクトは既にプロジェ

クト目標のほとんどを十分に達成し、同目標達成に必要な技術・知識は既にベトナム側に移転さ

れていると判断される。また、いくつかの未達成事項があるものの、その達成に向けベトナム電

力公社（EVN）が内部規定等を2005年12月までに作成すれば、プロジェクト終了時には電力短大
（EPC）が体系的な知見を有する現場技術者を継続的に養成することができると判断される。 
 また、プロジェクトの成果を有機的なものとした要因として、①現場のニーズを分析した上で

決定したキーカリキュラムの策定、②PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルの採用、③効果的
な研修内容策定の体制［スタンディング・ワーキンググループ（SWG）］の設立があげられる。こ
れらの活動は、これまでベトナム側にあまり馴染みのなかった概念であったため、導入には相当

の困難が伴ったが、本件調査時までに、プロジェクトとEVNを含む関係機関との協議を重ね、こ
れらの手法・体制の重要性がベトナム側に十分理解されていたことは大いに評価されるべきであ

る。 
 
４－２ ５項目ごとの評価 

 ４－２－１ 妥当性 
本プロジェクトの妥当性は高い。 
本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、ベトナムの開発政策、日本の対ベトナ

ム援助政策のいずれにも合致している。PDCAサイクルを取り入れた本プロジェクトのアプロー
チは、プロジェクトの成果と自立発展性の継続に貢献することから、妥当性が高い。 
次に調査結果の詳細を示す。 
 

調査項目 調査結果 

1-1 ベトナムの開発政策との
整合性 

 急速な電力需要の伸びに対応するため、新規電源開発が急ピ

ッチで進められており、現場技術者の育成は急務である。EVN
の構造改革後も、現場技術者の育成はEVNの責務である。 

1-2 ターゲットグループのニ
ーズとの適合性 

 現場技術者は経験に基づき運転保守を行っているが、しくみ

や理論についての理解度は低い。本プロジェクトにより開発さ

れた職場外訓練（Off-JT）研修コースは、体系的な訓練を行う
上で必要。 

1-3 日本の開発援助政策との
整合性 

 電力セクターへの協力は「対ベトナム国別援助計画」の重点

分野のひとつ。 

1-4 プロジェクトのアプロー
チ、手段の適切性 

1.4.1 協力対象機関選定の妥当性 
 EPCはEVN傘下の教育機関のなかでは、他の機関と比較して
規模が大きく設備の整備状況もよいことから、協力対象機関と

して妥当であったと判断される。 
 専門家は、EPCを通じてEVNに協力を行ったことは妥当であ
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ると評価している。 
 カウンターパート（CP）へのアンケート結果では、EPCを協
力の対象機関として選定したことを「妥当」とする回答が83％。
1.4.2 アプローチの妥当性 
 PDCAサイクルを取り入れたプロジェクトのアプローチは、
効果の継続、自立発展性の観点から適切であると判断される。

 
 ４－２－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。 
成果０から５までは既にほぼ達成されており、成果６についても、「指標6.3：コア・インスト

ラクターの責務が明確化される。」「指標6.4：Off-JT研修委員会が設立される。」を除き既に達成
済みである。本プロジェクトにおいて、現場技術者のニーズを取り入れるしくみを有する訓練

システムを開発したことは、プロジェクト目標の達成に大きく貢献するものである。 
プロジェクトの活動を通じて、CPの能力向上、教育訓練機材の活用、研修の実施が達成され

ており、研修内容に対する受講者の満足度も総じて高いことから、プロジェクトの成果はプロ

ジェクト目標の達成に貢献していると判断される。 
以下に調査結果の詳細を示す。 

 

調査項目 調査結果 

2-1 成果の達成度合い  成果１～５については達成済み、成果６については6.3、6.4を
除き達成済みである。プロジェクトにおいて、現場のニーズを

研修コースの内容に反映させるしくみをつくったことは、プロ

ジェクト目標達成に役立っている。 

2-2 プロジェクトの成果はプ
ロジェクト目標の達成に貢献

しているか 

 プロジェクトの実施を通じて、CPの能力向上、教育訓練機材
の活用、研修の実施が達成されており、研修内容に対する受講

者の満足度も総じて高いことから、プロジェクトの成果はプロ

ジェクト目標の達成に貢献していると判断される。 

2-3 プロジェクト目標達成の
阻害要因 

 コア・インストラクターがプロジェクト終了後も継続して勤

務できる環境を整えるため、コア・インストラクターの責務（指

標6.3）、処遇の明確化が必要である。 

 
 ４－２－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は高い。 
日本側、ベトナム側の投入は、ほぼ適切であったと判断される。一部のCPは業務経験、現場

経験、専門知識、語学力（英語）を十分に有していなかったが、ベトナム国内での現場研修や

プロジェクトでの技術移転を通じて、CPの能力は飛躍的に向上した。 
以下に調査結果の詳細を示す。 
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調査項目 調査結果 

3-1 日本側投入の適正度 ① 長期専門家 
 2002年6月16日～10月17日の約4ヵ月間、チーフアドバイザー
が一時的に不在となったが、その後の体制整備により業務の進

捗は確保されている。研修コースの多い分野については、専門

家ひとりでカバーできる範囲が限られていることから、派遣人

数の不足がCPから指摘されている。CPの長期専門家に対する評
価は高く、技術以外にも仕事の進め方、管理手法等、学ぶとこ

ろが多いとしている。 
② 短期専門家 
 短期専門家の専門技術に対するCPの評価は高い。一方で、派
遣期間が短い（実質的な活動期間）、ベトナムの事情に対する理

解が十分でない（長期専門家と比較して）といったCPからの指
摘がある。 
③ カウンターパート研修 
 日本の技術、管理手法等に接することで、技術の習得のみな

らず意識改革、業務意欲の向上といった高い効果がみられるこ

とから、CP及び専門家のカウンターパート研修に対する評価は
高い。 
④ 訓練用資機材 
 各研修コースの実施に必要な機材は供与されており、おおむ

ね適切と判断される。運転シミュレーターの活用について、現

場からの要望は高い。既設発電所においては、運転シミュレー

ターはPhu My火力発電所（コンバインドサイクル）、Pha Lai火力
発電所（石炭）に設置されているが、シミュレーターを活用し

た体系的な運転訓練は行われていない。プロジェクトで導入さ

れたシミュレーターを利用して訓練プログラムの作成、指導員

の育成が可能であり、今後も活用される見込みである。 

3-2 ベトナム側投入の適正度 ① カウンターパート 
 投入の実績：「３－２投入の実績」参照 
 配置状況：「３－４－３カウンターパートの配置状況」参照 
 
 2000年12月の討議議事録（R/D）で合意されたCPの人数と、
2005年10月末時点の人数は表4-2-1に示すとおり。 
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表４－２－１ 技術分野別CPの人数 

分野 2000年12月R/D 2005年10月末時点 

火力 フルタイムCP： 2名 
パートタイムCP： 2名 
 計4名 

フルタイムCP： 6名 
パートタイムCP： 3名 
 計9名 

水力 フルタイムCP： 1名 
パートタイムCP： 2名 
 計3名 

フルタイムCP： 3名 
パートタイムCP： 3名 
 計6名 

送電 フルタイムCP： 1名 
パートタイムCP： 1名 
 計2名 

フルタイムCP： 3名 
パートタイムCP： 2名 
 計5名 

変電 フルタイムCP： 1名 
パートタイムCP： 1名 
 計2名 

フルタイムCP： 3名 
パートタイムCP： 1名 
計 4名 

配電 フルタイムCP： 2名 
パートタイムCP： 1名 
 計3名 

フルタイムCP： 3名 
パートタイムCP： 1名 
 計4名 

合計 フルタイムCP： 7名 
パートタイムCP： 7名 
 計14名 

フルタイムCP： 18名 
パートタイムCP：10名 
 計28名 

 
 CPの要員配置については、必要に応じて増員されてきたが、
2004年4月の合同調整委員会からのCP増員要求に対し、実際の配
置は2～4ヵ月遅れとなっている。 
 2000年6月の短期調査のミニッツで合意された、CPの要求事項
は下記のとおり。 
 （1）大学の電気学科卒業。火力分野では機械学科卒業が適切 
 （2）英語での意思疎通、越英訳が可能であること 
 （3）最低3～5年の現場経験があること 
 上記の要求事項に対し、（1）については満足されているもの
の、（2）についてはCPへのアンケートで19名中4名が英語での意
思疎通に問題があると回答している。また、（3）については、
インタビューに答えたCP17名のうち8名（3名は新卒）がEPC等
の教育機関出身で全く現場経験がない。 
 EVN側の人材難という事情も考慮すれば、必ずしも要求事項
を満足していないものの、可能な範囲で適切な人材を配置しよ

うとする努力が認められる。 

3-3 プロジェクト運営管理体
制 

① 合同調整委員会 
 プロジェクトに関する重要事項の決定、改善などに役立って

いる。 
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②JICA事務所・本部・国内委員会 
 専門家はカウンターパート研修、専門家派遣等のサポート体

制や各機関からの助言を評価している。 

 
 ４－２－４ インパクト 

本プロジェクトで開発された研修コースは、EVNグループ以外にも拡大された。さらに、プ
ロジェクトで設立された2つのSWG（Standing Working Group）の活動を通じて、現場技術者は、
他の現場と効率的に情報交換ができるようになった。これらは、プロジェクトのプラスのイン

パクトであると考えられる。一方で、現場から派遣されたフルタイムCPは、プロジェクト終了
後の彼らの処遇に不安を抱いており、これについてはマイナスのインパクトと考えられる。プ

ロジェクト終了後のCPの処遇については、EVNは2005年12月中に必要な対策を行う予定である。
同対策によりマイナスのインパクトが消失し、プロジェクトの上位目標が達成されることが望

まれる。 
以下に調査結果の詳細を示す。 
 

調査項目 調査結果 

4-1 上位目標の達成の見込み 「3-5上位目標の達成の見込み」参照 

4-2 上位目標以外のプラスの
影響 

 Cao Bang省電力会社の新規水力発電所運転・保守要員の育成
支援、Hai Vanトンネル管理会社の電力設備保守要員の育成支援、
カンボジア電力セクターへの支援協力が行われるなど、研修対

象の広がりがみられた。さらに、プロジェクトで設立されたSWG
（Standing Working Group）は、現場間及び現場と教育機関の間
の情報交換体制の構築に役立った。 

4-3 予想しなかったマイナス
の影響 

 現場から派遣されたフルタイムCPは、プロジェクト終了後の
処遇を不安視している。また、現場と比較して収入が低下した、

昇進機会を逸した、とのコメントが一部のCPからあった。 

4-4 インパクト発現に対する
プロジェクトの貢献度 

 過去電力セクターの教育に関して、世界銀行、スウェーデン

国際開発協力庁（SIDA）、アジア開発銀行（ADB）、フランス電
力公社（EDF）、KEPCO（韓国）からの支援があったが、JICA
プロジェクトと比較して規模、期間も限られており、本プロジ

ェクトのインパクト発現に影響を与えるレベルではない（EVN
副総裁コメント）。 

 
 ４－２－５ 自立発展性 

成果６がすべて満足されれば、本プロジェクトの自立発展性は高くなる。 
技術訓練SWG、送電部門SWGが設立されたことは、全社的な技術訓練の計画策定、現場と他

の機関との情報交換を可能にしたという点で、大きな進歩である。Off-JT訓練委員会は、本プロ
ジェクトで開発された研修プログラムを持続させる上で、重要な役割を果たすと期待されてい

る。 
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経済的な自立発展性については、EPCは今までのところ研修訓練に必要な支出を負担しており、
今後も継続して必要な予算を確保するものと思われる。 
本プロジェクトで技術移転を受けたCPの大半は、プロジェクト終了後も引き続きコア・イン

ストラクターとして勤務する意思を有している。プロジェクトの成果を持続、発展させるため

に、EVNはコア・インストラクターを活用するためのしくみと方針を確立する必要がある。 
以下に調査結果の詳細を示す。 
 

調査項目 調査結果 

5-1 政策的支援の継続、組織
運営能力 

① トレーニングの継続実施体制 
 プロジェクトを通じて、技術訓練SWG（Standing Working 
Group）、送電部門SWGが設立されるなど、全社的に教育訓練を
計画し、現場との情報交換を行う場ができたことは、大きな進

歩である。2005年末にはOff-JT研修委員会が設立される予定であ
り、トレーニングの継続実施体制が確立される見込みである。

② EVN分割後のEPCの位置づけ 
 EVNの分割後も、電力セクター全体に対する技術訓練を行う
という点で、EPCを含めた教育機関4校の役割は変わらない。 

5-2 研修運営財源の確保の可
能性 

 EPCは、プロジェクト期間中は必要な研修運営財源を確保して
いることから、将来的にも大きな問題はないと考えられる。 
 EVN分割後は、EVN傘下の教育機関（EPC他）は独立採算と
する予定である。従って、各機関はより多くの受講者（各発送

配電会社）を引き付けられるような魅力的な訓練コースを開発

しなければならない。今後のEVNの構造改革に伴う体制の変化
に向けて、各校には体制変更後の経営方針を作成するよう指示

している。また、各校の施設改善を含む体制強化に、EVNは支
援を行う計画である（EVN副総裁コメント）。 

5-3 移転した技術の定着と波
及の見込み 

 養成されたコア・インストラクターの定着見込みについては、

アンケートに回答したCP19名中18名が引き続きインストラクタ
ーとして勤務したいと回答しており、残る1名はEVNの方針に従
うと回答していることから定着度は高いと判断される。現在EPC
職員でないCPは、EPCへの採用試験を受験し、合格すれば、EPC
職員として採用されることとなっている。 

5-4 持続的効果の発現要因と
阻害要因 

① 発現要因 
 現場のニーズ、要望に応じた研修プログラムの開発と実施。

② 阻害要因 
 EVN傘下の教育機関（EPC等）の電力セクターにおける教育訓
練機関としての位置づけの変化。 
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４－３ 結論 

 結論として本プロジェクトは、終了時評価までの実施状況は良好であり、協力期間終了時まで

に所期の目標を十分達成できる見込みである。従って、当初予定どおり、2006年3月29日に終了す
ることが適当である。プロジェクトを通じてCPの能力が大きく向上したが、プロジェクトのアプ
ローチの妥当性とチーフアドバイザー不在期間中も「チーム」として活動することでプロジェク

ト実施に係る負の影響をなくした日本側専門家の技術移転に係る貢献が、その主な要因と考えら

れる。 
 PDCAサイクルを取り入れたプロジェクトのアプローチ、プロジェクトを通じて設立された組織
（SWG）は、プロジェクトの自立発展性に大きく貢献するものと期待される。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提言 

 本件調査時点では、プロジェクトの進捗は順調であることが確認されたが、プロジェクト目標

及び上位目標を達成するためには、以下の活動がベトナム電力公社（EVN）でなされる必要があ
る。 
 
 ５－１－１ プロジェクトの自立発展性のための提言 
 （１）コア・インストラクターの責務の明確化 

コア・インストラクターは、本プロジェクトにおける技術移転の直接のカウンターパー

ト（CP）である。コア・インストラクターが研修の企画・実施・評価・改訂を行うという
PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルに基づき、ベトナムにおける電力技術者養成のた
めの研修を更新し、また新規研修を策定することがプロジェクトの自立発展性の確保には

不可欠であったが、プロジェクトを通じて、コア・インストラクターの重要性がベトナム

側関連機関の間で認識されていることが確認された。コア・インストラクターが彼らの任

務である、PDCAサイクルに基づいた研修運営に専念できるよう、プロジェクト側ではコ
ア・インストラクターの責務（案）を作成し、EVN本社に提出した。プロジェクトの自立
発展性を確保するため、EVNはこの提案に基づき、コア・インストラクターの責務に係る
社内規則を2005年12月中に作成することとなっている。ベトナム側は技術訓練SWG
（Standing Working Group）の活動を通じて、必要に応じて当該規則の修正を行うことが望
まれる。 

 
 （２）Off-JT研修委員会の設立 

職場外訓練（Off-JT）研修委員会は、研修の実施決定の前に研修内容について精査するた
めの組織でEVN本社内に設立される予定である。上述のとおり、研修はコア・インストラ
クターがPDCAサイクルに基づき、現場技術者のニーズ・意見を組み入れつつ企画するが、
研修内容が現場技術者のニーズに合ったものであるかを確認する必要性は高い。今回の調

査では、EVNが2005年12月までに同委員会を設立することを確約しており、この確約どお
りにOff-JT研修委員会を設立することが望まれる。 

 
 （３）SWGの活動の継続 

ベトナムでは、電力セクターの役割が重要になるにつれて、人材育成の重要性も増して

いる。上述のとおり、現場技術者のニーズに合致した研修を策定・更新していくためには、

ベトナムに4ヵ所あるEVN傘下の教育機関、並びに現場機関とEVN本社の関係の強化が非常
に重要となっている。EVNはこの重要性を認識し、技術訓練SWGを設立した。また、南北
に長い地形を有するベトナムにおいて、送電部門での情報共有及び意思の統一を目的とし

た送電部門SWGも設立している。2つのSWGの運営細則は、既にEVNに提出されているが調
査時点では、運営詳細がEVN内で承認されていない。プロジェクトの自立発展性を確保す
るために、以下の条件を満足させる必要がある。 
・ EVNは、上述のSWGの運用細則を早期に承認する。 
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・ 2つのSWGとOff-JT研修委員会は、継続してその役割を全うする。 
 
 ５－１－２ 上位目標達成のための提言 
 既に述べたとおり、OJT（On-the-Job-Training）とOff-JTの組み合わせは、非常に重要である。
個々の技術者の職位に応じた研修コースを選定するための、人材開発計画を策定することが必

要である。また、個々の職位に求められる技能と知識を明らかにすることも必要である。例と

して、プロジェクトではケーススタディーとしてUong Bi火力発電所の人事管理データベース
（案）を作成した。同データベースには、各職員の経歴・勤務年数・職位に応じて、要求され

る技能、知識、研修名が示されている。さらに、研修策定のためのガイドライン/マニュアルが

Uong Bi火力発電所をモデルとして作成された。これらは、既にEVN本社に提案されている。EVN
は、これらのデータベース、ガイドラインを見直し、パイロットプロジェクトとしてUong Bi火
力発電所に導入し、その後他の現場に拡大してゆくことが望まれる。 

 
５－２ 教訓 

 プロジェクト開始前に、プロジェクトの計画を策定するための詳細な調査を行うことが重要で

あるが、同時に、事前に収集した情報のみで完全なプロジェクト計画を策定することは困難であ

る。従って、プロジェクトの成果・効果をより高めるためには、事前に策定した計画を活用しつ

つプロジェクトを実状に即して実施することが肝要である。このため、プロジェクトの実施プロ

セスや計画の修正が必要な場合、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を含めたプロ
ジェクトの計画を関係機関が議論し修正する必要がある。本プロジェクトでは、実施前の段階で

は想定していなかったベトナムの電力セクターの分割化に伴い、EVNの人材開発計画の策定がプ
ロジェクトの成功に不可欠との判断に基づき、ローカルコンサルタントを活用した在外基礎調査

を実施した。当初想定の枠にとらわれず、プロジェクトの成功をにらんだ投入の追加・変更につ

いては、その費用対効果を見極めた上で実施されることが不可欠であり、本件調査の実施は好例

であったと判断される。 
 



付 属 資 料 

 

１．評価調査結果要約表（英語） 

 

２．ミニッツ（合同評価報告書） 

 

３．評価グリッド 



























































































































 

評価グリッド： ベトナム社会主義共和国電力技術者養成プロジェクト(終了時評価） 
1．実績   

調査項目 
評価設問 

目標 指標・追加調査項目 
判断基準 必要な情報・データ 情報源 データ収集方法 

調査結果 

（国内準備作

業による） 

スーパーゴー

ル の 達 成 見

込み 

ベトナムの電力設備

が効率的に運転保

守される。 

最終的な指標は、発電所

事故率の減少、送配電ロス

率の減少、運転保守コスト

の削減等。ただし効果の発

現には時間を要するため、終

了時評価では「上位目標が

達成される」を指標とする。 

・目標達成の見込み ・研修受講済み現場技術者の数 

・研修コースの改善状況 

・研修コースの開発、改善へのカウンターパー

トの参加度合い 

・EPC 以外の機関での研修コース導入状況

・研修受講済み現場技術者の近代的な運

転保守に係る知識・技術の向上度合い 

・EPC、カウンターパー

ト、専門家 

・EPC の研修記録、

各関係会社の受講

者記録 

・プロジェクト資料 

・カウンターパート・専門

家へのアンケート/インタ

ビュー 

・EPC、関係会社からの

情報収集 

 

１．本プロジェクトで

開発された研修コー

スの実施が拡大・発

展する。 

1.1 研修を受講済みの現場

技術者の数が増加する。

1.2 研修コースが EPC 以外

の機関（EES2、EES3、その

他）に導入される。 

1.3 コース内容が追加・改善

される。 

・目標達成の見込み ・研修受講済み現場技術者の数 

・研修コースの改善状況 

・研修コースの開発、改善へのカウンターパー

トの参加度合い 

・EPC 以外の機関での研修コース導入状況

・EPC、カウンターパー

ト、専門家 

・EPC の研修記録、

各関係会社の受講

者記録 

・プロジェクト資料 

・カウンターパート・専門

家へのアンケート/インタ

ビュー 

・EPC、関係会社からの

情報収集 

 上 位 目 標 の

達成見込み 

２．現場技術者の近

代的な運転保守に係

る能力が向上する。 

2.現場技術者の運転・保守

に係る知識・技術・心構え

の向上 

・目標達成の見込み ・研修受講済み現場技術者の近代的な運

転保守に係る知識 

・技術の向上度合い 

・研修受講者 ・研修コース受講者への

フォローアップ調査 

 

習得内容の現場での活用

度（受講後数ヵ月後の状

態） 

・習得内容の現場での

活用の有無 

・研修コース受講者（＝プロジェクト期間中に

コースを受講した現場指導者）の習得度 

・研修受講者 ・研修コース受講者への

フォローアップ調査 

 プロジェクト目

標達成見込

み 

EPC が、電力５技術

分野（火力発電、配

電 、 変 電 、 水 力 発

電、送電）の運転・

保守に係る体系的な

知見をもった技術者

を、持続的に養成で

きるようになる。 

  ・研修受講者のうち、研修取得内容を現場

で活用している人の割合（一般技術者への

OJT、運転保守業務など） 

・研修受講者 ・研修コース受講者への

フォローアップ調査 

 

0.1 カウンターパートと日本人

専門家の配置状況 

・計画と実績の比較 ・カウンターパートと日本人専門家の配置状

況（人数、配置時期） 

・カウンターパート、専

門家 

・活動報告書 

・カウンターパート・専門

家へのアンケート/インタ

ビュー 

・資料レビュー 

 成 果 の 達 成

見込み 

０．プロジェクト実施

体制が確立する。 

0.2 カウンターパートの能力や
経験 

・計画と実績の比較 ・カウンターパートの質 ・カウンターパート、専
門家 

・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

kaneki
３．評価グリッド



 

 
調査項目 

評価設問 
目標 指標・追加調査項目 

判断基準 必要な情報・データ 情報源 データ収集方法 

調査結果 

（国内準備作

業による） 

 0.3 プロジェクトの実施体制 ・実施体制の確立状
況 

・プロジェクトの実施体制 ・カウンターパート、専
門家 

・実施体制図  

１．EPC において教
育訓練カリキュラムが
開発される。 

1.1 開発された研修コースの
数と内容 

・計画と実績の比較 ・開発された研修コースの数と内容 ・カウンターパート、専
門家 

・活動報告書 
・研修実施計画 
・各コースの摘要 

・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

・資料レビュー 

 

 1.2 開発された研修コースが
ベトナムのニーズ（運転保守
の実状・将来図）に適合する
度合い 

・ベトナム側の満足度 ・ベトナム側ニーズへの適合度合い ・EVN マネージャー 
・カウンターパート 

・EVNマネージャー・カウン
ターパートへのアンケー
ト/インタビュー 

 

２．EPC において教
材が開発される。 

2.1 開発されたベトナム語の
教材の数と内容 

・計画と実績の比較 ・開発されたベトナム語教材の数と内容 ・カウンターパート、専
門家 

・活動報告書 
・開発された教材 

・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

・資料レビュー 

 

 2.2 開発されたベトナム語の
教材がベトナムのニーズ（運
転保守の実状・将来図）に
適合する度合い 

・ベトナム側の満足度 ・ベトナム側ニーズへの適合度合い ・EVN マネージャー 
・カウンターパート 

・EVNマネージャー・カウン
ターパートへのアンケー
ト/インタビュー 

 

3.1 養成されたすべてのコア・
インストラクターが、開発され
た研修コース（ベトナム語を
使用）を単独で実施できる。

・養成されたコア・インス
トラクターの能力 

・コア・インストラクターの能力向上の度合い 
・研修コースの実施が単独で可能か 

・カウンターパート、専
門家 

・活動報告書 
・研修コース受講者 

・カウンターパート・専門
家・研修コース受講者
へのアンケート/インタビ
ュー 

・資料レビュー 

 ３．電力 5 技術分野
の指導ができるコア・
インストラクターが養
成される。 

3.2 養成されたすべてのコア・
インストラクターが、研修コー
スを評価し、改善できる。 
（Plan-Do-Check-Action 
Cycle） 
 

同上 ・研修コースの評価・改善が単独で可能か ・カウンターパート、専
門家 

・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

4.1 プロジェクト期間中の研
修受講者数（目標 500 名）

・計画と実績の比較 ・プロジェクト期間中の研修受講者数(目標
500 名) 

・研修記録 
・活動報告書 

・資料レビュー  

4.2 プロジェクト期間中の研
修実施回数(目標 55 回) 

・計画と実績の比較 ・研修実施回数(目標 55 回) ・研修記録 
・活動報告書 

・資料レビュー  

 

４．コア・インストラクタ
ーによって運転保守
に 関 す る 体 系 的 な
Off-JT 研修コースが
実施される。 4.3 研修受講者の研修に対

する満足度 
 

・受講者の満足度 ・研修コース受講者の満足度 ・研修受講者 ・研修コース受講者への
フォローアップ調査 

 



 

調査項目 
評価設問 

目標 指標・追加調査項目 
判断基準 必要な情報・データ 情報源 データ収集方法 

調査結果 

（国内準備作

業による） 

５．上記カリキュラムに
基づいた教育訓練を
実施するために必要
な教育訓練資機材
が活用される。 

5．すべてのコア・インストラク
ターが提供された教育訓練
資機材を用いて研修コース
を実施できる。 

・教育訓練資機材の
活用状況 

・教育訓練資機材の活用度 
・資機材の研修目的との適合度合い 
・コア・インストラクターによる研修時の資機材
活用の可能性 

・カウンターパート、専
門家、研修コース受
講者 

・活動報告書 
・機材利用状況記録

・カウンターパート・専門
家・研修コース受講者
へのアンケート/インタビ
ュー 

・資料レビュー 

 

6.1 研修計画策定に必要な
現場技術者の技能、知識、
職歴などのデータベースが整
備される。 

・データベースの有無・
要求事項の充足度 

・「訓練方針」、「訓練システム」に関するケー
ススタディ結果 

・EVN/EPC の公式文書 

・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

6.2 研修計画策定のための
ガイドライン/運営マニュアル
が整備される。 

・ガイドライン/マニュアル
の有無 

・要求事項の充足度 

・EVN/EPC の公式文書 ・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

6.3 コアインストラクターの責
務が明確化される。 

･責務を規定する文書
の有無 

・EVN/EPC の公式文書 ・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

6.4Off-JT 研修委員会が設
立される。 

・委員会設立状況 ・EVN/EPC の公式文書 
・活動報告書 

・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

6.5 技術訓練 SWG 
（Standing Working Group）
の設立と会議の開催回数 

・ワーキンググループの
設立と活動状況 

・EVN/EPC の公式文書 
・活動報告書 

・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

 

６．成果１～５の継
続を指向した研修実
施 体 制が 構 築さ れ
る。 

6.6 送電部門 SWG 
（Standing Working Group）
の設立と会議の開催回数 

・SWG の設立と活動状
況 

・EVN/EPC の公式文書 
・活動報告書 

・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

ベトナム側投入実績 カウンターパート配置 
施設・建物・設備 
ローカルコスト 

・計画と実績の比較 ・各年度投入実績 ・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 投入の実績 

日本側投入実績 専門家派遣（長期・短期） 
カウンターパート研修 
機材供与 

・計画と実績の比較 ・各年度投入実績 ・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 



 

2．実施プロセス 
評価設問 

大項目 中項目 小項目 
判断基準 必要な情報・データ 情報源 データ収集方法 

調査結果 
（国内準備作

業による） 

１．活動の進
捗状況 

  ・計画と実績の比較 ・プロジェクト進捗状況（活動の計画 
・実績対照表）、計画と乖離した理由 
・プロジェクトの運営実施上の阻害要因（あれ
ば） 

・専門家 
・活動報告書 

・専門家へのアンケート/
インタビュー 

・資料レビュー 

 

２．モニタリン
グ の 実 施 状
況 

  ・計画と実績の比較 モニタリングの頻度、方法、結果 ・専門家 
・活動報告書 

・専門家へのアンケート/
インタビュー 

・資料レビュー 

 

3.1人選・配置の適切
性 

 ・計画と実績の比較 数・配置時期・能力（経験）の適切性 ・カウンターパート・専門
家 

・活動報告書 

・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

・資料レビュー 

 

3.2 コミュニケーション
能力 

 ・意思疎通の問題の有
無 

コミュニケーション能力（主に英語力） ・カウンターパート・専門
家 

・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

３．カウンター
パートの配置
状況 

3.3 カウンターパートの
オーナーシップ 

 ・主体的関与の度合い カウンターパートの積極性・主体性 ・カウンターパート・専門
家 

・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

4.1EPC、EVN の関与  ・相手国実施機関の関
与度合い 

EPC の参加の度合い、EVN 関係者の関与の
度合い 

・専門家 ・専門家へのインタビュ
ー 

 

4.2 予算手当て  ・必要な予算の手当て
状況 

予算の手当てと支出実績(機材の維持管理
費用の捻出は可能であるか） 

・EPC/EVN 経理資料 ・資料レビュー  

４．相手国実
施機関のオー
ナーシップ 

4.3 改善提案への対
応 

 ・対応状況 運営指導調査時の提言に対する対応状況 ・カウンターパート・専
門家 

・EVN 関係者 

・カウンターパート・専門
家へのアンケート/イン
タビュー 

・EVN 関係者へのインタ
ビュー 

 



 

 

3．評価 5 項目 
調査項目 

評価 5 項目 
大項目 小項目 

判断基準 必要な情報・データ 情報源 
情報源・情報収集方

法 

調査結果 
（国内準備作業

による） 

1-1 ベトナムの開発政
策との整合性 

 ・政策との整合性 ベトナムの電力セクター開発における現場技
術者育成政策（計画時） 
現時点の政策（特にＥＰＣの位置づけ） 

・EVN 
・プロジェクト資料 

・ＥＶＮ副総裁へのイン
タビュー 

・資料レビュー 

 

1-2 ターゲットグループ
のニーズとの適合性 

 ・ニーズに合致している
か 

ターゲット・グループ、現場ニーズの確認（運転
保守技術者の再訓練の必要性） 

・カウンターパート、専
門家 

・EVN 関係者 

・専門家・カウンターパー
トへのアンケート/インタ
ビュー 

・EVN 副総裁・人事訓
練部長・PM へのインタ
ビュー 

 

1-3 日本の開発援助
政策との整合性 

 ・援助方針との整合性 日本の対ベトナム国別援助方針 ・国別援助実施計画
・JICA 

・プロジェクト資料、ＪＩＣ
Ａ資料、JICA 担当者
へのインタビュー 

 

1.4.1 協力対象期間選定の
妥当性 

・EVN 関係機関の機
能・役割と将来構想と
の整合性 

協力の対象機関がＥＰＣであったことの妥当
性 

・カウンターパート、専
門家 

・EVN 関係者 

・専門家・カウンターパー
トへのアンケート/インタ
ビュー 

・EVN 副総裁・人事訓
練部長・PM へのインタ
ビュー 

 

１．妥当性 

1-4 プロジェクトのアプ
ローチ、手段の適切
性 

1.4.2 アプローチの妥当性 ・効果の発現が持続的
に行われるか 

効果の発現の持続性 ・カウンターパート、専
門家 

・EVN 関係者 

・専門家・カウンターパー
トへのアンケート/インタ
ビュー 

・EVN 副総裁・人事訓
練部長・PM へのインタ
ビュー 

 

2-1 成果の達成度合
い 

 実績の「成果の達成見
込み」参照 

実績の「成果の達成見込み」参照 ・カウンターパート、専
門家 

・EVN 関係者 

・専門家・カウンターパー
トへのアンケート/インタ
ビュー 

・EVN 副総裁・人事訓
練部長・PM へのインタ
ビュー 

 ２ ． 有 効 性
（ 目 標 達 成
度） 

2-2 プロジェクトの成
果はプロジェクト目標
の達成に貢献してい
るか 

2.2.1 コア・インストラクターの
能力向上度合い 

・養成されたコア・インス
トラクターの能力 

コア・インストラクタ-の能力向上の度合い、研
修コースの実施・評価・改善が単独で可能か

・カウンターパート、専
門家 

・活動報告書 
・研修コース受講者 
 

・カウンターパート・専門
家・研修コース受講者
へのアンケート/インタビ
ュー 

・資料レビュー 

 



 

 

 
調査項目 

評価 5 項目 
大項目 小項目 

判断基準 必要な情報・データ 情報源 
情報源・情報収集方

法 

調査結果 
（国内準備作業

による） 

2.2.2 教育訓練カリキュラム、
資機材の活用度合い 

・教育訓練資機材の活
用状況 

教育訓練資機材の活用度、資機材の研修
目的との適合度合い、コア・インストラクタ-に
よる研修時の資機材活用の可能性 

・カウンターパート、専
門家、研修コース受
講者 

・活動報告書 
・機材利用状況記録

・カウンターパート・専門
家・研修コース受講者
へのアンケート/インタビ
ュー 

・資料レビュー 

 

2.2.3 コア・インストラクターに
より実施される研修のレベル

・計画と実績の比較 
・受講者の満足度 

プロジェクト期間中の研修受講者数(目標
500 名)、研修実施回数(目標 55 回)、受講
者の満足度 

・カウンターパート、専
門家、研修コース受
講者 

・研修記録 
・活動報告書 

・カウンターパート・専門
家・研修コース受講者
へのアンケート/インタビ
ュー 

・資料レビュー 

 

 

2.2.4 プロジェクト以外に貢
献した要因はあるか 

・他ドナーの協力の寄
与度 

プロジェクト関係者の意見 ・カウンターパート・専
門家 

・EVN 関係者 

・専門家・カウンターパー
トへのアンケート/インタ
ビュー 

 

2.3.1 プロジェクトで養成され
たコア・インストラクターは継
続してインストラクターとして
勤務する（できる）か 

・コア・インストラクターの
意向 

・人事制度上可能か 

カウンターパートの意向、EVN、EPC 及び関
係会社の人事制度 

・カウンターパート 
・EVN 
・関係会社 

・カウンターパート・EVN
人事訓練部長・関係
会社人事部長へのアン
ケート/インタビュー 

 

 

2-3 プロジェクト目標
達成の阻害要因 

2.3.2 その他の阻害要因はあ
るか 

・阻害要因の有無 阻害要因の確認、新たに達成すべき「成果」
「活動」の確認 

・カウンターパート、専
門家 

・EVN 関係者 

・専門家・カウンターパー
トへのアンケート/インタ
ビュー 

・EVN 副総裁・人事訓
練部長・PM へのインタ
ビュー 

 

3-1 日本側投入の適
正度 

 ・計画と実績の比較 長期・短期専門家派遣（人数、タイミング、
分野） 
供与機材（種類、機種、数、タイミング）の適
正 
研修員受入（タイミング、人数、研修内容） 

・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・プロジェクト資料 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/インタ
ビュー 

 

3-2 ベトナム側投入の
適正度 

 ・計画と実績の比較 カウンターパートの配置（人数、タイミング、分
野） 
プロジェクト運営費 
提供された施設設備の適正度 

・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・プロジェクト資料 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/イン
タビュー 

 

３．効率性 

3-3 プロジェクト運営
管理体制 

 ・プロジェクト運営管理
組織の活動の状況 

プロジェクト運営委員会、合同調整員会の実
施状況 
日本側の支援体制の状況 

・EVN/EPC 
・カウンターパート、専
門家 

・プロジェクト資料 
 

・資料レビュー 
・カウンターパート・専門
家へのアンケート/イン
タビュー 

 



 

 

調査項目 
評価 5 項目 

大項目 小項目 
判断基準 必要な情報・データ 情報源 

情報源・情報収集方
法 

調査結果 
（国内準備作業

による） 

4-1 上位目標の達成
の見込み 

4.1.1 本プロジェクトで開発さ
れた研修コースの実施が拡
大・発展する見込み 

・目標達成の見込み 研修受講済み現場技術者の数 
研修コースの改善状況 
研修コースの開発、改善へのカウンターパート
の参加度合い 
EPC 以外の機関での研修コース導入状況 

・EPC、カウンターパー
ト、専門家 

・EPC の研修記録、
各関係会社の受講
者記録 

・プロジェクト資料 

・カウンターパート・専門
家へのアンケート/イン
タビュー 

・EPC、関係会社からの
情報収集 

 

 4.1.2 現場技術者の近代的
な運転保守に係る能力が
向上する見込み 

・目標達成の見込み 研修受講済み現場技術者の近代的な運転
保守に係る知識・技術の向上度合い 

・研修受講者 ・研修コース受講者への
フォローアップ調査 

 

4-2 上位目標以外の
プラスの影響 

 ・影響の有無 － ・ カ ウ ン タ ー パ ー ト 、
PM、専門家 

・カウンターパート、PM、
専門家へのアンケート
/インタビュー 

 

4-3 予想しなかったマ
イナスの影響 

 ・影響の有無 － ・ カ ウ ン タ ー パ ー ト 、
PM、専門家 

・カウンターパート、PM、
専門家へのアンケート
/インタビュー 

 

4.4.1 プロジェクト以外の要
因によるインパクト発現の可
能性 

・他ドナーの協力の寄
与度 

他ドナーによる援助の有無、内容、及び効果
他企業、機関による技術移転の有無、内
容、及び効果 

・ カ ウ ン タ ー パ ー ト 、
PM、専門家 

・カウンターパート、PM、
専門家へのアンケート
/インタビュー 

 

4.インパクト 

4-4 インパクト発現に
対するプロジェクトの
貢献度 

4.4.2 研修受講歴の有無に
よる技術レベルの違い 

・受講の有無による技
術レベルの違い 

研修受講者の技術レベル向上の度合い ・研修受講者 ・研修コース受講者への
フォローアップ調査 

 

5-1 政策的支援の継
続、組織運営能力 

 ・政策の継続性 
・組織の継続性 

ベトナムの方針、電力セクター分割後におけ
る EPC の今後の位置づけ 

・ベトナム政府 
・EVN 

・関係省庁へのインタビ
ュー 

・EVN 副総裁・人事訓
練部長・PM へのインタ
ビュー 

 

5-2 研修運営財源の
確保の可能性 

 ・実績と見込み EVN の予算の確保、財政支援の継続性（特
に分割後の資金の出所） 

・EVN ・EVN 副総裁・人事訓
練部長・PM へのインタ
ビュー 

 

5-3 移転した技術の
定着と波及の見込み 

 ・インストラクター養成/
配置計画の有無 

・インストラクター養成に
配慮した人事制度の
有無 

養成されたコア・インストラクター（カウンターパ
ート）の定着度、配置計画 
コア・インストラクターの増員養成計画、EPC
と各関係会社との人事交流の可能性 

・EVN、EPC、関係会
社 

・EVN 副総裁・人事訓
練部長・PM へのインタ
ビュー 

・EPC、関係会社へのイ
ンタビュー 

 

５ ． 自 立 発
展性 

5-4 持続的効果の発
現要因と阻害要因 

 ・効果の発現・阻害要
因の有無 

自立発展性を促進・阻害する要因 ・ カ ウ ン タ ー パ ー ト 、
PM、専門家 

・カウンターパート、専門
家、PM へのインタビュ
ー 
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